
■2021/10/11 ～ 2021/12/04 までの出来事 

※カラー印刷した上で赤色暗記用シートを使って隠して暗記しましょう。 

------------------------------------------------------------------------------------- 

10 月 

10 月 8 月に起きた海底火山の噴火で放出された大量の軽石が 10 月以降沖縄を始め日本各地へ漂着し、被害

が拡大している。海底火山の場所は、福徳岡ノ場(ふくとくおかのば)です。日本に 111 ある活火山のひとつ。

小笠原諸島の南硫黄島の北側に位置する海底火山。2021 年 8 月 13 日に発生した噴火は、午後 1 時 20 分か

ら午後 7 時 50 分の間に 16~19 キロメートルの高さまで噴煙を上昇させ、その後は間欠的な噴火に移行して

15 日まで続いた。 

10/13 法人最低税率 15％で合意 ２０ヵ国・地域財務相・中央銀行総裁会議で企業などに課す法人税の最低

税率を１５％とすることで合意しました。企業を自国に呼び込むために法人税の引き下げ競争が行われていた

ことへの対策です。 

10/14 衆議院が日本国憲法第 7 条に基づき、解散した。第 7 条では天皇の国事行為を定めていて、そのひと

つに「衆議院の解散」がある。この天皇の国事行為は「内閣の助言と承認により」行われるとも規定されてい

るので、「内閣の助言と承認により」「衆議院の解散」が行われることになる。また、第 54 条「衆議院が解

散されたときは、解散の日から四十日以内に、衆議院議員の総選挙を行ひ、その選挙の日から三十日以内に、

国会を召集しなければならない。」とある。 

10/15 アメリカに入国する外国人に対して新型コロナウイルスのワクチン接種完了が義務付けられることに

なりました。11 月 8 日からの実施予定。これにより中国やインド、欧州に対して行っている入国禁止措置は

解除されます。 

10/16 米航空宇宙局（NASA）が無人探査機「ルーシー」を打ち上げました。「ルーシー」は「木星のトロヤ

群」とよばれる小惑星群を目指しての飛行。太陽系誕生のナゾを探ることが目的です。 

10/18 日本郵便が投函口の高さを 7 センチまで大きくした新型ポストを公開しました。個人間のインターネ

ット売買などで荷物を送る人が増えたことへの対応。新型ポストは東京など都市部から設置していく予定です。 

10/19 IT大手ヤフー(Yahoo!)は運営しているニュースサイトのコメント欄の誹謗中傷対策を強化すると発表

した。違反コメントを繰り返すユーザーへの警告を強め、投稿停止になりやすくするほか、違反コメントの状

況によっては記事のコメント欄自体を自動的に非表示にする。 

10/19 10/31 の衆議院議員総選挙が公示されました。小選挙区 289 議席、比例代表 176 議席の合計 465 議

席を 1051 人の候補者で争います。衆院選と同時に行われる国民審査も告示されています。 

公示と告示 どちらも広く知らせること（告知）を意味しますが、憲法で規定されている衆議院総選挙と参議

院通常選挙は「公示」といい、それ以外の選挙（都道府県知事選挙など）は「告示」といいます。また、最高

裁判所の裁判官を辞めさせるべきかどうかを決めるのが国民審査です。対象となるのは、最高裁判所の裁判官

のうち、就任後に初めて衆院選を迎える裁判官と前回の国民審査から 10 年以上経過した裁判官です。投票用

紙には裁判官名が記載されていて、辞めさせたいと思う裁判官名に×印をつけます。×印が過半数となった裁

判官は罷免されます。 

10/20 熊本県の阿蘇山・中岳第一火口で、噴火が発生しました。 



10/20「マイナ保険証」の本格運用開始 マイナンバーカードの健康保険証としての利用がスタートし、オン

ライン資格確認に対応している医療機関・薬局では、事前に利用申込済のマイナンバーカードで受診すると、

同意があれば、他の医療機関で処方された薬剤情報などを医師・薬剤師が把握できるようになりました。 

10/21 沖縄県南城市のサキタリ洞遺跡で 8 年前に出土した約 2 万 3 千年前（後期旧石器時代）の貝製ビーズ

に赤い顔料が付着しているのが見つかり、県立博物館美術館は 21 日、日本最古の人為的に着色された装飾で

あることが分かったと発表しました。 

10/22 G7、強制労働の排除で一致 日米欧の先進 7 カ国（G7）は 22 日、貿易相会合を開き、農業や衣料品

などの国際的なサプライチェーン（供給網）から強制労働を排除することで一致、共同声明を採択しました。

中国を念頭に置いた措置で、連携して対策を講じます。 国際貿易に強い人権意識を義務付けた形です。G7

として強制労働の排除に関する声明を採択するのは初めてのことです。 

10/23 アラブ首長国連邦ドバイで、高さと大きさが世界一の観覧車「アイン・ドバイ（Ain Dubai）」がオー

プンしました。高さは２５０メートルにもなります。 

10/25 温室効果ガスの大気中濃度（2020 年）が過去最高になったと世界気象機関が発表しました。二酸化炭

素、メタン、一酸化二窒素とも濃度が上昇。昨年は新型コロナウイルス感染拡大による経済活動の停滞があり

ましたが、温室効果ガスの濃度は上昇を続けています。 

10/25 アフリカ東部スーダンで 25 日、軍がクーデターを起こし、ハムドク首相や複数の閣僚の身柄を拘束し

ました。 

10/27 アメリカで性別欄に「X」と記載されたパスポートが発給されました。男性でも女性でもない性的少数

者への配慮から。アメリカでは身分証明書でも同様の措置が取られるようになっています。 

10/27 日本が提出した核兵器廃絶決議案が国連で採択されました。決議案は 28 年連続で採択。昨年からは賛

成が 13 ヵ国増え、152 ヵ国となりました（反対 4 ヵ国、棄権 30 ヵ国）。 

10/28 SNS 世界最大手のフェイスブックが社名を「メタ」に変更すると発表した。「メタ」とは「メタバー

ス」と呼ばれる仮想空間のこと。メタバースに注力する姿勢の表れとブランドイメージの改善が狙いもあると

みられている。従来のフェイスブックやインスタグラムなどのサービス名は残し、新たな「メタ」という社名

の下に置くという。 

10/29 スイスのジュネーブで開かれていたジュネーブ国際音楽コンクールのチェロ部門で２８日、パラグア

イ生まれでドイツ在住の上野通明（みちあき）さん（２５）が１位となりました。同部門で日本人の１位は初

めてです。 

10/31 衆議院総選挙 自民党が、全体 465 議席のうち単独過半数（233 議席）を上回る結果となりました。

自民党は単独で、国会での主導権を握れる「絶対安定多数」（261 議席）の議席を獲得しました。連立与党の

公明党は、32 人が当選しました。 

→ 連立与党の自民党・公明党は憲法改正発議の可能な 3 分の 2（310 議席）は超えられませんでした。 

→11 月 10 日に召集される特別国会で第２次岸田内閣が発足します。 

10/31Ｇ２０サミット イタリアのローマで開催された２０カ国・地域首脳会議（Ｇ２０サミット）は１０月

３１日、地球温暖化の抑制に向けた「有意義で効果的」な行動を促すことを盛り込んだ首脳宣言を採択。ただ、



具体的な目標はほとんど示されず、ＣＯＰ２６に多くの作業を残す形となりました。温室効果ガスを今世紀半

ばごろまでに実質ゼロにすることで合意しました。 

 

G20…日本、アメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、カナダ（以上 G7）、ロシア、中国、イン

ド、ブラジル、南アフリカ（以上 BRICS 5 か国）、オーストラリア、韓国、インドネシア、サウジアラビア、

トルコ、メキシコ、アルゼンチン、EU 

11/1 イギリス グラスゴーで 2021年 11月 1～12日、「国連気候変動枠組条約第 26回締約国会議」(COP26)

が開催されます。COP26 では、「パリ協定」と「気候変動に関する国際連合枠組条約」の目標達成に向けた

行動を加速させるため、締約国が一堂に会して議論します。COP26 の開催地となる英国では、すべての国と

協力し、企業や市民と力を合わせ、気候変動対策への取り組みを推進します。日本からは岸田文雄首相も出席

します。 

11/1 裁判員 18 歳以上に引き下げ 裁判員に選ばれる年齢が来年４月、現在の「20 歳以上」から「18 歳以

上」に引き下げられ、早ければ再来年から刑事裁判に参加することになります。裁判員制度とは、国民から選

ばれる裁判員が刑事裁判に参加する制度で、6 人の裁判員と 3 人の裁判官が刑事裁判に立ち会い、被告人が有

罪か無罪か、有罪の場合どのような刑にするかを判断します。 

11/2 環境 NGO の「気候変動ネットワーク」(CAN)は、温暖化対策に後ろ向きな国に贈る不名誉な賞(化石賞)

に日本を選んだ。英国で開かれている国連気候変動枠組み条約締約国会議(COP26)の首脳級会合で、岸田文雄

首相がアジア地域への支援策として火力発電所を活用する考えを示したことが受賞理由とみられる。この日の

化石賞には、他にノルウェーとオーストラリアが選ばれた。 

11/2 新型コロナウイルスの感染者が初めて確認されたトンガが 2 日から一週間のロックダウン（都市封鎖）

を行うことになりました。島国のトンガではこれまで一人も感染者がいませんでした。 

11/3 RCEP 来年 1 月発効が決定 東アジア地域包括的経済連携（RCEP）が日本や中国、オセアニア、東南ア

ジアの 10 カ国で来年 1 月から発効することが決まりました。RCEP は関税の撤廃・削減や電子商取引などの

ルールを整備する協定で、世界の人口や GDP のおよそ 3 割をカバーします。加盟国全体での関税撤廃率は品

目ベースで 91％で、日本のコメや牛肉などの「重要 5 品目」は対象となりませんが、自動車部品などの工業

製品は対象となり、日本からの輸出に追い風になりそうです。 

11/4 国連気候変動枠組み条約第 26 回締約国会議（COP26）で 46 か国・地域が石炭火力発電の廃止を目指

すことで合意しました。日本、アメリカ、中国、インドなどは合意に加わっていません。 

11/4 米疾病対策センター（CDC）は、5～11 歳の子どもに対するファイザー製新型コロナワクチンの接種を

推奨すると発表しました。 

11/5 OPEC プラス、日米の増産要請に応じず 石油輸出国機構（OPEC）とロシアなど非加盟の産油国でつく

る「OPEC プラス」は 4 日、閣僚級会合を開き、毎月日量 40 万バレル（約 4700 万リットル）ずつ協調減産

幅を縮小して供給量を増やすという従来方針を 12 月についても維持することを決めました。足元の原油高に

対処するため、日米などが増産を要請していましたが、応じませんでした。→原油価格はさらに上昇すること

が予想されます。 

11/8 イタリア南部の古代ローマ都市ポンペイの遺跡調査チームは、西暦 79 年のベズビオ山の噴火で破壊さ

れた屋敷跡で、非常に珍しい「奴隷部屋」を発掘したと発表しました。 



11/9 3 度延期されていた国産小型ロケット「イプシロン」の打ち上げに成功しました。イプシロンの打ち上

げ成功は 5 機連続です。 

11/9 フランスのマクロン大統領が原子力発電所の新設を再開すると発表しました。温暖化対策として発電時

に二酸化炭素を排出しない原子力発電の割合を高めることが目的です。 

11/10 国連気候変動枠組み条約会議（COP26）で 2040 年までに新車販売は、二酸化炭素を排出しない電気

自動車などの「ゼロエミッション車」とする宣言が採択されました。宣言に合意したのはイギリス、スウェー

デンなど２４か国と独メルセデス・ベンツなど自動車大手６社。日本、中国、アメリカなどは参加していませ

ん。 

11/10 岸田文雄首相は 10 日、第 206 特別国会で第 101 代首相に選出されました。特別国会とは、衆議院総

選挙後に召集される国会。第 2 次岸田内閣では林芳正氏が外務大臣に就任しました（ほかの閣僚は第 1 次岸

田内閣と同じ）。岸田首相は新たな経済対策として、１８歳以下に１０万円を給付する方針を表明しました。

→１８歳以下の子どもに年内に現金で５万円、２０２２年春をめどに５万円相当のクーポンを支給するという

経済対策。親の年収が 960 万円以上の子どもを給付対象から除く。財源は年内に成立をめざす補正予算で対

応することになる。 

11/12 立憲民主党 枝野代表が辞任 立憲民主党の枝野幸男代表が、12 日、衆院選での議席減の責任を取って

辞任し、30 日に、後任を選ぶ代表選挙の投開票が行われることになりました。 

11/12 APEC 閉会 日本や米国、中国など 21 カ国・地域でつくるアジア太平洋経済協力会議（APEC）の首

脳会議は 12 日、新型コロナウイルスワクチンの世界的な供給支援などをまとめた首脳宣言を採択し、閉会し

ました。ニュージーランドが議長国を務め、首脳宣言には、持続可能な経済の実現に向けた再生可能エネルギ

ーの採用強化なども盛り込まれました。今回の APEC の首脳会議では中国の TPP 加入申請に注目が集まりま

した。中国の習近平国家主席は「中国は対外開放を拡大し、中国の発展機会をアジアや太平洋地域と共有する」

と述べ、TPP 加入を目指し市場開放に努めると強調しました。なお TPP 加入には全参加国の同意が必要です 

11/12 南アフリカでアパルトヘイト（人種隔離）の撤廃に大きな役割を果たし、ノーベル平和賞を受賞した

フレデリク・デクラーク元大統領が 11 日、がんのため南部ケープタウンの自宅で死去しました。 

11/13 将棋の竜王戦七番勝負は、藤井聡太三冠が４連勝で竜王を獲得し、史上最年少・初の１０代四冠とな

りました。※四冠 … 「王位」「叡王」「棋聖」「竜王」 

11/14 COP26 閉幕 英グラスゴーで開催されていた国連気候変動枠組み条約第 26 回締約国会議（COP26）

は石炭火力発電の「段階的削減」の加速に向けた努力などを明記した成果文書を 13 日採択し、閉幕しました。

また、文書では気候変動対策の国際枠組み「パリ協定」が掲げる「産業革命前からの気温上昇を 1・5 度に抑

える」という目標実現に向けた努力を追求することを明記しました。発展途上国と先進国の対立や石炭火力発

電をめぐる議論の紛糾など課題は残されている。スウェーデンの環境活動家グレタ・トゥンベリさん（18）

は 13 日、英国での国連気候変動枠組み条約第 26 回締約国会議（COP26）で成果文書が採択されたのを受け、

会議は口先だけだったとツイッターで批判しました。 

11/15 ロシアが古くなった人工衛星をミサイルで破壊する実験を行いました。破壊された衛星の破片が宇宙

ゴミとなり国際宇宙ステーションに危害をもたらすとして米国などが非難しています。 

11/16 東京都武蔵野市に本社を置く日本の電機メーカーであるバルミューダ株式会社自社開発のスマートフ

ォンを発表した。デザイン性を重視する戦略の成否が注目される。 



11/16 教員研修の在り方を議論する中教審の特別部会は 15 日、教員免許に 10 年の期限を設けている教員免

許更新制を廃止するとの審議まとめを了承しました。 

11/16 欧州連合加盟国は 15 日の外相理事会で、ポーランドなどの国境に中東などからの移民を送り込んでい

るとして、ベラルーシに対する制裁措置の拡大を決定しました。 

11/17 日米韓次官級協議、竹島めぐり共同会見を中止 日米韓 3 ヵ国の外務次官級協議は 11 月 17 日、アメ

リカの首都ワシントンで行われ、北朝鮮の核ミサイル問題などについて緊密に連携することで一致しました。

しかし、島根県・竹島に韓国の警察庁長官が上陸したことを受け、共同記者会見が急遽中止となりました。 

11/17 富岳（ふがく）、計算速度世界 1 位 スーパーコンピューターの計算速度の世界ランキング「TOP500」

が米セントルイスで開かれた国際会議で発表され、理化学研究所の「富岳（ふがく）」が 1 位となり、昨年 6

月以降の 4 連覇を達成した。他の 3 つのランキングでも 4 回連続トップとなり、4 冠を保ち実力の高さを裏

付けた。 

11/17 日米両政府は１７日、日米間やインド太平洋地域での通商分野での連携について協議する「日米通商

協力枠組み」を新たに設けると発表しました。 

11/18 米大リーグ、大谷翔平選手 MVP 受賞 米大リーグ、エンゼルスの大谷翔平選手（２７）が１８日、今

季のア・リーグ最優秀選手（ＭＶＰ）に選ばれました。投打の「二刀流」で見せた歴史的な活躍に、投票権を

持つ全米野球記者協会の記者３０人全員が１位票を投じる「満票」受賞となりました。満票での MVP は日本

人選手として初。政府からは国民栄誉賞の打診もなされたが、まだ早いと辞退した。 

11/18 経営危機に陥っている中国不動産開発大手の中国恒大集団は 18 日、保有する傘下のインターネットサ

ービス会社恒騰網絡集団の株式すべてを売却すると発表しました。 

11/19 部分月食 19 日夕から月の一部が欠ける部分月食が見られた。国立天文台によると、今回は 97・8％

が隠れる「ほぼ皆既」と呼べる月食。日本全国で見られるのは 1881 年 12 月 6 日以来、140 年ぶりの天体シ

ョーとなりました。 

11/19 JAXA は 13 年ぶりに宇宙飛行士を募集すると発表。受付期間は 2021 年 12 月 20 日~2022 年 3 月 4

日まで、選抜結果の発表は 2023 年 2 月頃の予定。 

11/21 政府は、子ども政策を一元的に担う行政組織「こども庁」の設置について、２０２３年度以降に先送

りする方向で調整に入りました。関係省庁の法律の分担や事務の移管業務の調整が難航しているためです。 

11/21 中米ニカラグアのモンカダ外相は 19 日、米州全 35 カ国から成る米州機構（OAS）の脱退手続きを開

始したことを明らかにしました。 

11/22 四国電力は 22 日、長期間の停止が続いている伊方原発 3 号機（愛媛県伊方町）の運転を 12 月 2 日に

再開すると発表しました。 

11/22 バイデン米大統領は連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の次期議長にパウエル現議長を再指名し、ブレイ

ナード理事を副議長に昇格させる人事を行いました。 

11/24 厚生労働省は来春から、不妊治療を行う夫婦に、子どもを迎える別の選択肢として里親・特別養子縁

組の情報提供を強化します。治療をしても必ずしも出産に結びつかない実態から、子どもを育てる他の方法を

示すとともに、虐待や貧困で親と暮らせない子どもの福祉を推進する狙いです。 



11/24 バイデン米大統領は 23 日、日本を含めた各国と協調した石油備蓄の市場放出について「原油価格を適

正化するための大規模な取り組みだ」と意義を強調し、ガソリン価格が「下がるのに役立つだろう」と期待感

を示しました。 

11/25 東京電力福島第 1 原発から出る放射性物質を含む処理水の海洋放出をめぐり、経済産業省が水産物価

格の下落に歯止めをかける風評被害対策費として、2021 年度補正予算案に 300 億円を計上する方針を固めた

ことが分かりました。 

11/25 9 月のドイツ総選挙で第 1 党となった中道左派社会民主党と第 3 党の環境政党緑の党、第 4 党の中道

自由民主党の 3 党は、連立政権樹立についての合意を発表しました。12 月上旬に社民党のオラフ・ショルツ

副首相兼財務相が新首相に選出される見通しです 

11/26 政府は 26 日、岸田政権で初となる経済対策を盛り込んだ 2021 年度補正予算案を閣議決定しました。

歳出の総額は 35 兆 9895億円で、補正予算案としては過去最大です。財源の約 6割は国の借金である国債で、

残高は 21 年度末に初めて 1 千兆円の大台に乗る見通し。 

11/26 岸田文雄首相は 2022 年春闘に向け、経済界に「3％賃上げ」を要請する方針を固めました。首相は第

2 次安倍政権で定着した「官製春闘」を継承し、自身が重視する分配政策の具体化を図ります。 

11/26 ロシアの炭鉱で火災によるものとみられる煙が充満し、これまでに１１人が死亡しました。坑内には

４０人近くが取り残されているとみられています 

11/29 国立感染症研究所は 28 日夜、新型コロナウイルスの新しい変異株「オミクロン株」を「懸念される変

異株」（VOC）に指定し、三つの段階のうち、最も警戒度が高いレベルに引き上げました。世界保健機関（WHO）

も 26 日、既に VOC に指定しています。「オミクロン株」に対処するため、中東のイスラエルがすべての外

国人の入国禁止を発表しました。 

11/29 日米欧の先進 7 カ国（G7）は 29 日、緊急の保健相会合をオンライン形式で開き、急速に拡大する新

型コロナウイルスの新たな変異株「オミクロン株」への対応で連携して取り組んでいくことを確認する共同声

明を採択しました。 

11/30 立憲民主党の代表選挙が行われ、泉健太氏が選出されました。 

11/30 総務省は 30 日、2020 年国勢調査の確定値を発表しました。昨年 10 月１日時点の外国人を含めた日

本の総人口は１億 2614 万 6099 人で、15 年の前回調査から 94 万 8646 人減少しました。これにより、2022

年以降の衆院選で小選挙区数が、東京で 5 つ増えるなど、5 都県で合わせて 10 増加する一方、10 県で 1 つ

ずつ減少する「10 増 10 減」が確定。１票の格差を縮小するため、今回の国勢調査の日本人人口に基づき、

人口比が反映しやすい「アダムズ方式」という方法で小選挙区の定数が見直された。東京で 5 つ増え、現在の

25 から 30 になるほか、神奈川で 2 つ、埼玉・千葉・愛知で 1 つずつ増えます。一方、小選挙区の数が減る

のは、宮城・福島・新潟・滋賀・和歌山・岡山・広島・山口・愛媛・長崎の 10 県で、それぞれ 1 つ減ります。 

12/1 ナミビアから成田空港に到着した 30 代男性が 30 日、新型コロナウイルスの新たな変異株「オミクロ

ン株」に感染していたことが分かりました。国内で確認されたのは初めてです。 

12/2 2021 年の農林水産物・食品の輸出額が、初めて１兆円を突破することが確実になりました。人気の高

い牛肉や酒類が全体を引っ張ったようです。新型コロナウイルスの感染拡大で、海外でも家庭で食事を楽しむ

人が多く、「巣ごもり需要」を取り込んで、アメリカや中国向けが伸びています。政府は 2025 年までには２

兆円、2030 年までに５兆円に到達することを目指しています。 



12/2 宮内庁は新型コロナウイルス禍を考慮し、来年の新年一般参賀の中止を決めました。中止は2年連続で、

天皇陛下による国民に向けたビデオメッセージを検討しています。 

12/3 岸田総理は、１０月の衆院選で落選した石原伸晃氏を内閣官房の参与に任命する方針を固めました。国

内外から観光客を誘致する「観光立国」を担当する予定です。 

12/3 石油輸出国機構（OPEC）とロシアなど非加盟の産油国でつくる「OPEC プラス」は 2 日、来年 1 月の

生産規模を巡る閣僚級会合を開き、協調減産の幅を日量 40 万バレル縮小すると決めました 

12/4 自民党は 3 日、文書通信交通滞在費（文通費）の日割り支給を可能にする歳費法改正案について、6 日

召集の臨時国会での成立を見送る方針を固めました。世界保健機関（WHO）は 3 日、新型コロナウイルスの

変異株「オミクロン株」に関連した死亡例の報告は今のところないと発表しました。 


